
１．は じ め に

周知のように，近年，会計基準の国際的コンバージェンスが進む中，日本

においては会計基準の新設・改正が相次いでいる。こうした会計基準の変化

により，とりわけ１９９８（平成１０）年の法人税法改正以降，会計基準と法人税

法の規定とが乖離する傾向が強まっていることが指摘されている（中田

［２０００］や菊谷［２００８］などを参照）。これは，これまで確定決算が果たし

てきた機能の１つである「コスト節約機能」－企業会計と税務会計とが会計

処理の基準を大枠で共有することで，企業の経理コストが節約でき，ひいて

は社会的なコストも削減できるといった機能－が薄らいでいるということを

意味する。

他方で，確定決算が会計基準の新設・改正を難しくしている要因の１つに

なっているという指摘もある。たとえば２００７（平成１９）年８月１２日付の日本

経済新聞は，「日本がリース資産をバランスシートに計上する問題で対応に

手間取ったのは，企業会計と税務会計の連携を重視する確定決算主義の影響

で，企業会計の変更によって税制上の扱いが不利になることを恐れた業界と

企業が反対した」と指摘している1)。

1) つまり，オフバランスの例外規定が廃止されると損金経理要件を満たさなくな
るため，税務上のメリットが失われるのである。
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こうした確定決算基準のあり方に関する問題提起は，法人税法及び企業会

計の立場からのものであるといえるが，今回問題にしたいのは，会社法の視

点からの検討の必要性である。会社法は，後述するように，従来とは法律の

性質が変化したことで，そこで求められる会計の役割も変化したと考えられ

る。そのような状況において，会社法の視点から確定決算基準の位置付けを

明確化することは重要であろう。本稿は，そうした問題意識からの論点整理

の試みである。

２．会社法の性格の変化

伝統的に商法（その中でも，とりわけ会社に係る部分）は，会社を取り巻

く関係者間の権利義務関係を規定する基本的に私法としての役割を果たして

きた。しかし，１９９０年代に相次いだ改正により，その性格は大きく変容した

といわれる（神田［２００６］，１１頁）。この１９９０年代の商法改正は，経済界もし

くは経済界をバックとした政党主導の立法によってなされたという面が強い。

その背景には，企業経営の効率化，競争力の向上という意識があり，企業の

組織再編とインセンティブ・システムの強化が重要視された改正であるとさ

れる（岩原［２０００］，５頁，淺木［２００７］，１１頁）。また，一連の改正をうけ

て，２０００年代に入ると商法（会社法）は，国の経済政策の重要な１つの制度

的インフラとしての役割を果たすこととなり，「パラダイムは変わった」と

も評されている（神田［２０００］１１頁）。

こうした法の性格の変容について，以下では神田［２００６］に従い，企業金

融，企業統治および組織再編の３つの面に着目して，具体的に例を挙げて検

討したい。

企業金融の面について，まずは１９９４（平成６）年の自己株式取得規制の大

幅な緩和を取り上げたい。同年改正前商法２１０条は，原則として自己株式の

「取得」および「発行済株式の総数の２０分の１を超える質受け」を禁止し2)，
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また，解釈により，自己株式の原始取得および他人名義での会社の計算にお

いて自己株式を取得することが禁止されていた。しかし，同年の改正により，

以下のように自己株式の取得理由が緩和された。

①使用人に譲渡する為の自己株式の取得（２１０条の２）

②定時総会の決議に基づく利益消却のための自己株式の取得（２１２条の２）

③閉鎖会社の自己株式の取得の特例（２１０条５号他）

④有限会社の自己株式の取得の特例（有限会社法１９条，２４条）

この点についての立案担当者の説明によれば，改正の理由として，長年に

わたる経済界からの粘り強い緩和を求める要望があったことが挙げられてい

る（吉戒［１９９４］４頁）。昭和４０年代以降，外資によるのっとり防止のため

とか，従業員持株会への譲渡のためとか，ストック・オプション制度の活用

のためとか，その時々で理由は異なるが，経済界から継続的に緩和の要望が

あり，これらが徐々に改正の機運を醸成していったとされる（同）。

次に，企業統治の面について述べる。まず２００１（平成１３）年１２月には監査

役の機能強化・取締役等の責任軽減が定められた。次いで翌２００２（平成１４）

年には，委員会等設置会社の導入が解禁された。近年，取締役会の監督機能

を強化する必要性が高まっている3)ことから取締役会決議事項を大幅に業務

執行役員に委任することを可能にしつつ，業務執行役員に対する十分な監督

を実現することができる機関制度として，米国や英国の制度をも参考にして

委員会等設置会社の制度が設けられることとなったのである（始関［２００２］

2) 例外として，株式消却のため（同条 1号），合併または他の会社の営業の全部の
譲受に因るとき（2号），会社の権利の実行にあたりその目的を達するために必要
なるとき（3号），営業譲渡等に反対の株主の株式買取請求（245条の 2），株式に
譲渡制限を付することに反対の株主の株式買取請求（349条）等がある。

3) これは，取締役会制度について，業務執行と監督の分離が十分でない上，取締
役の人選や各取締役の報酬の決定権限が，事実上，代表取締役に集中している事
が多いために，他の取締役が代表取締役に対して十分な監視機能を果たすことが
困難であるとの指摘を受けての認識である。

会社法下における確定決算基準の位置付け（平川） －２４９－

（ ３ ）



２０頁）。

最後に組織再編の面からは，１９９７（平成９）年の合併制度の整備を取り上

げたい。この目的は合併法制をいかに簡易化し，合理化し，かつ明確化する

かにあったとされる。すなわち，企業の側からは，企業の再編・経営の効率

化を図る手段として積極的に利用されている合併手続の簡素化および合理化

が求められており，それに応えるとともに，株主および会社債権者の側から

は，合併情報の開示の充実が求められており，それにも応えようというのが，

その目的であったとされる（前田［１９９７］５頁）。

また同年には，独占禁止法も改正された。この改正によって持株会社が解

禁されることとなった。一般的には，持株会社の利点として，傘下企業の独

立性を維持しながら，しかも統一的な支配を確保できることが挙げられる。

しかし，独占禁止法改正当時の背景として，バブル崩壊後の不況の中で，多

くのいわゆる企業グループ内の関連会社が赤字を抱え込んでしまい，その対

処として連結納税制度を導入する際の前提として純粋持株会社を解禁してほ

しいという声が出てきたとの指摘もある（江頭他［１９９７］における柴田発言）。

次は１９９９（平成１１）年の改正である。同年の改正の特徴として，株式交

換・株式移転制度の創設が挙げられる。この背景として，立法担当者は，独

占禁止法の改正による持株会社の解禁に伴い，会社が完全親子会社関係の創

設を簡易かつ円滑に行うための制度として株式交換・株式移転制度を検討し

たと説明している（原田［１９９９］５‐６頁）。

企業再編法制の締め括りとされるのが，会社分割制度の創設である。企業

の国際的な競争が激化した現代の社会経済情勢の下で，企業がその経営の効

率性を高め，企業統治の実効性を確保するためには，柔軟な組織の再編成が

できるようにする必要があると言われるようになった。そこで，企業の組織

の再編成のための法制度の整備を行うことを目的として，会社の組織の基本

法である商法等の見直しが行われたのであり，会社分割制度の創設も，この
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企業の組織再編成のための法整備の一環として行われたと説明されている

（原田［２０００］４頁）。

その後，２０００（平成１２）年９月６日，法制審議会商法部会は，会社再編の

見直しにあたって検討すべき課題として，①社会経済情勢をふまえた企業の

競争力の確保，②情報化社会への対応，③資金調達手段の改善，および④企

業活動の国際化への対応を挙げ，これに沿って法改正が進められた。特に，

翌年以降の商法改正は，グローバル・スタンダードの受容の歴史であったと

総括できると指摘されている（淺木［２００７］１９頁）。

このような「グローバル・スタンダード受容の総仕上げ」（同２０頁）とし

て，２００５（平成１７）年には，現在の会社法が改正され，翌２００６（平成１８）年

５月から施行された。以上の法改正の動向を要約すると表１のようになる。

表１ 商法（会社法）改正の動向

戦後の商法改正 ２００１年からの商法改正 会社法

企業金融 規制緩和 規制緩和 規制緩和

企業統治 規制強化 多様化 多様化

組織再編
未整備→２０００年改正で

整備完了
― 規制緩和

注１）規制緩和とは事前規制の緩和の意味。
注２）２００１年からの商法改正＝経営の自由度の増大。
注３）会社法では，①２００１年以降の諸改正の整理（再編成）と②中小会社に

関する改正も重要
（出典）神田［２００６］２１頁。

３．商法会計規制の目的とその変容

企業会計は本来，企業活動の成果を正確に把握して合理的に経営するとい

う内部的要求に基づいて発生したものであり，企業会計の役割がその枠内に

とどまる限りにおいては，法による特段の規制は必要ないが，企業と外部者

との利害関係が生じたとき，とりわけ所有と経営が分離している株式会社に
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おいては，法規制が必要となってくる。たとえば，年度決算の内容および手

続きを規定して，配当可能利益算出をめぐる企業経営者・株主・債権者の利

害を調整し，企業の経営成績と財政状態を確定・公開するための一定の手続

が定められることになる。矢沢［１９７３］によれば，このような規制を法が定

めている理由は，次のとおりにあるとされる（１３‐１５頁）。

まず第１は，配当可能利益を適正に算定させることである。商法は，なる

べく多くの配当を得ることを望む株主の利益と，なるべく多くの会社財産の

確保を望む債権者の利益を調整する。すなわち，債権者にとっては，利益が

ないのに配当が行われれば，その唯一の担保財産である会社財産が侵害され

るおそれがある。一方，株主にとっては，経営者の恣意的会計処理により利

益が隠されると，株主にとって利益配当請求権が侵害されるおそれがある。

この点で両者は相反する利害を有するが，この利害関係の対立を調整するた

めに，商法は資本維持の原則を採用するのである。

第２は，適正な企業の経理内容を利害関係者である株主・債権者に対して

報告させることである。商法は，なるべく公示を少なくしたい経営者の利益

と，なるべく多い公示を望む株主・債権者の利益とを調整する。この点，企

業形態を問わず，商法共通の目的とされるが，積極的な公開を強制するのは，

所有と経営の分離した株式会社だけである。適正な会社の経営成績と財政状

態を利害関係者に公示するために，１９６２（昭和３７）年の商法改正は，期間損

益計算の原則を取り入れたとされる。

主にこれら２つの理由から商法は企業会計を規制し，また，とりわけ配当

可能利益計算および債権者保護の観点から，取得原価主義を採用してきた。

ところが，１９９９（平成１１）年の商法改正によって，市場性ある金銭債権（同

年改正商法２８５条の４第３項），社債その他の債券（同２８５条の５第２項，３

項），および市場性ある株式（同２８５条の６第２項）に関して，時価を付する

ことができるようになった。これは，２０００（平成１２）年からの，いわゆる会
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計ビックバンに合わせたものであり，商法と国際会計基準との整合性を図ろ

うとするための改正であったとされている（岸田［１９９９］４頁）。

さらに２００２（平成１４）年には，株式会社について，財産の評価に関しては，

法務省令に委任（同年改正商法２８５条）されることとなった。この改正は，

証券取引法会計が適用される会社の負担の増大を避けるための商法会計の変

更を，証券取引法会計の変更に際して機敏に行なうことができるようにする

ためのものにすぎないとされている（濱他［２００３］２０頁）。

そして，現行の会社法では，公正処理基準（１９条１項，４３１条，６１４条）を

採用するに至った。この点について群谷・和久［２００６］は，商法がその独自

の目的を掲げて，すでに整備されている会計処理や表示に関する基準等と異

なる処理を許容し，または強制し，結果として，異なる計算書類を作成する

こととなれば，ひとつの会計年度において，ひとつの会社が異なる数値を表

示した計算書類を作成することとなり，会計の目的のひとつである情報提供

という目的の達成を著しく阻害することになると説明している（４‐５頁）。そ

の上で，近年の商法改正において，証券取引法（現金融商品取引法）が従う

企業会計原則等の会計基準・会計慣行とのすり合わせを，会計処理，計算処

理における表示のレベルにおいて行なってきたという事情等を踏まえ，会計

処理や表示の問題に関しては，一般に公正妥当と認められている会計慣行に

従う方向で規定の整備をすることを明らかにしたことが，会社法４３１条の意

義であると説明している（５頁）。

もっとも，日本における会計慣行は，「基準であるがゆえの会計慣行」（久

保［２００７］９９頁）である。これは，具体的に会計基準として存在しているも

のを，社会・経済的状況を踏まえた上で会計慣行として取り入れる方法4)を

とっているというものであり，その意味では，会計慣行にも具体的で明確な

4) 日本における税効果会計導入などは，この方法の典型といえよう。
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基準であることを要求しているといえよう。なお，会計慣行に関する議論に

ついては，今後の研究課題としたい。

４．会社法会計と確定決算基準

確定決算基準とは，確定した計算書類に基づいて課税所得の計算を行なわ

なければならないとする基準のことをいう（法人税法７４条１項）。なお，確

定した計算書類とは，取締役が計算書類を定時株主総会に提出し，承認を得

たときに計算書類は確定したとされる（会社法４３８条２項）。もっとも，会計

監査人設置会社においては，計算書類が会計監査人によって適法とする意見

表明が付されたときに確定し，株主総会には報告をもって足りる（同４３９条）。

ここで問題となるのは，会社法と法人税法２２条４項の「公正処理基準」で

ある。法人税法２２条４項は「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に

従って計算されるものとする」と規定している。前節でみたように，会社法

も公正処理基準を採用しており，会社法会計は金融商品取引法に合わせると

いう方向で調整されたのである。そうであるならば，今後，国際的な会計基

準の動向が会社法会計，ひいては課税所得計算に直接影響を及ぼしてくる可

能性がある。

もし，国際的に認められた会計基準（たとえば国際財務報告基準：Interna-

tional Financial Reporting Standardi以下，IFRSと称する）が会社法の公正処

理基準に該当する5)ならば，金融商品取引法のみならず会社法会計において

も，国際的に認められた会計基準によって利益が計算されることになる。そ

の結果，法人税法の課税所得計算は会社法の会計規定を基礎としているから

（金子［２００９］２６３頁），法人税法の課税所得計算に際して，国際的に認めら

れた会計基準によって計算された数値が参入される余地が生まれる。また，

5) この問題については，弥永［2009］に詳しい。
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たとえば IFRSそのものが会社法上の公正処理基準に該当しないとしても，

近年の国際的コンバージェンスの状況を見れば，IFRSとほぼ同じ会計基準

が日本でも設定・改訂されており，そうすることで実質的には同じ効果を

持っている。

最後に，会社法会計が受け入れた新会計基準と法人税法との関連を考えて

みたい。前述したように，会計基準と法人税法の規定には乖離があり，そう

した乖離は拡大しているとの議論が展開されてきた。

しかし，たとえば売買目的有価証券の評価益又は評価損が益金又は損金算

入され（法人税法６１条の３），リース取引に関して，ファイナンス・リース

取引については当該資産の売買取引があったものとして取扱う（同６４条の

２）など，国際的な会計基準と整合的な取扱いを法人税法上要求する項目が

ある。

今後ますます時価主義的な会計基準が設定されていくのは間違いないよう

に思われる。だからといって，会計基準に近い法人税法の規定が設けられる

こともありうるから，会計基準と法人税法規定の乖離がいっそう進むと考え

るのは早計であろう。この点については，法人税法の動向を注視していきた

い。

５．お わ り に

以上，本稿では，会社法下における確定決算基準の位置付けについて検討

を行なってきたが，その内容を簡単に要約し，結びに代えたい。

まず，会社法の性格の変化について考察した。商法（会社法）は伝統的に

は，会社を取り巻く関係者間の権利義務関係を規定する基本的な私法として

の役割を果たしてきたが，昨今の商法改正・会社法制定により，国の経済政

策の一翼を担う重要なひとつのインフラとしての役割を果たすようになった。

つまり，法に求められる役割の重点が，私的な利害の調整から，国の経済運
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営に対する貢献へとシフトしたのである。

その背景には，グローバル化の中での企業経済の効率化・競争力の向上と

いう産業界の強い要請が一方にあり，法律自体をグローバル・スタンダード

に合わせる必要性がもう一方にあった。その結果，商法・会社法はいわば組

織法的な性質を弱め，むしろファイナンス法あるいは取引法的な性質を強く

帯びるようになったといえ，パラダイムは変わったとも評されている。

次に，商法（会社法）会計規制の目的とその変容について検討した。伝統

的には，利害関係者の利益を調整するという観点を重視しており，配当可能

利益と利害関係者への適正な開示という２つの目的を有していた。しかしな

がら，昨今の商法・会社法規定では，その法的性質の変化を受けて，会計規

制の重点がディスクロージャーに移り，またその結果，情報提供目的から時

価を重視する会計処理が容認されるようになった。さらに，会社法が公正処

理基準を採用することで，会計基準の変更に適宜に対応することが可能と

なったが，これは会計基準の国際的コンバージェンスの影響が金融商品取引

法のみならず会社法にも直接及ぶということを意味する。

最後に，会社法会計と確定決算基準との関係を検討した。会社法が公正処

理基準を採用したことで，法人税法においても，国際的な会計基準あるいは

それを受けて設定される新会計基準によって計算された数値が課税所得計算

に入り込む余地が生じた。会社法の公正処理基準を通じて今後ますます会計

基準と法人税法の乖離が進むと考えられることから，法人税法の側も何らか

の対応が迫られる可能性があることを指摘した。

こうした商法・会社法の性格の変化が，資本市場向けの会計基準を受け入

れるという形で，商法・会社法会計の変容をもたらし，その結果として税法

にまで影響が及ぶことの意味を考えてみる必要があるというのが本稿の意図

であった。今回はまだ論点整理にとどまっているので，今後詳しく検討して

いきたい。

－２５６－
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